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番 号：131238 

国 名：インドネシア 

担当部署：インドネシア事務所 

案件名：前期中等教育質の向上プロジェクト（授業研究セミナー講師） 

 

１．担当業務、格付等 

（１）担当業務：授業研究セミナー講師 

（２）格 付：３号 

（３）業務の種類：調査団 
 

２．契約予定期間等 

（１）全体期間：2014年2月中旬から2014年3月上旬まで 

（２）業務Ｍ／Ｍ：国内 ０．２Ｍ／Ｍ、現地 ０．４３Ｍ／Ｍ、合計 ０．６３Ｍ／Ｍ 

（３）業務日数： 準備期間 現地調査期間 整理期間 

 ３日 １３日 １日 

 

３．簡易プロポーザル等提出部数、期限、方法 

（１）簡易プロポーザル提出部数：１部 

（２）見積書提出部数：１部 

（３）提出期限：１月１５日(12時まで) 

（４）提出方法：専用アドレス (e-propo@jica.go.jp)への電子データの提出、 

または調達部受付（JICA本部１Ｆ）への書類の提出 

※2013 年 10 月 2日以降の公示案件（業務実施契約単独型のみ）より、電子媒体による簡易

プロポーザルの提出を試行導入します。提出方法等詳細についてはJICAホームページ（ホ

ーム＞JICAについて＞調達情報＞お知らせ）をご覧ください。 

 

 

４．簡易プロポーザル評価項目及び配点 

（１）業務の実施方針等： 

①業務実施の基本方針 １６点 

②業務実施上のバックアップ体制等 ４点 

（２）業務従事者の経験能力等： 

①類似業務の経験 ４０点 

②対象国又は同類似地域での業務経験 ８点 

③語学力 １６点 

④その他学位、資格等 １６点 

（計１００点） 

類似業務 授業研究に係る各種業務  

対象国／類似地域 インドネシア／全世界（本邦含む。） 

語学の種類 英語 

 

５．条件等 

（１）参加資格のない社等：特になし 
（２）必要予防接種：特になし。 

 

６．業務の背景 

インドネシアにおいてJICAは1998年以降、参加型学校運営、授業研究に関するモデルの開発と、

開発されたモデルの県単位での実施への協力を行なってきた 。このモデルは、保護者、コミュニ

ティ、教員、校長、地方教育行政官といった学校関係者の学校運営と地方行政の能力を強化し、

また、教員自身の授業改善の能力を強化することで、学校が課題に対応する能力を強化しようと
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するものである。 

 このモデルの全国普及を目的に、2009年3月より2013年3月までの間、国民教育省/教育文化省 、

宗教省をカウンターパート機関とする「前期中等教育の質の向上プロジェクト」（以下「プロジ

ェクト」）が実施された。 

 具体的には、 

1) 参加型学校運営と授業研究を普及するための中央レベルの計画立案・調整能力強化 

2) 参加型学校運営と授業研究を普及するための州レベルの能力強化 

3) 参加型学校運営と授業研究のモデルサイト（全国7県・市）での活動強化  

を活動の柱とし、終了時評価時点においては、以下のような成果発現状況を踏まえ、プロジェク

ト目標である「授業研究と参加型学校運営を実施するための中央・地方教育行政の能力が強化さ

れる。」は、ほぼ達成が見込まれるとの評価がなされた。 

1）中央レベルの政策（「新任教員養成プログラム（教育令27号）」「宗教省訓練機関の標準

カリキュラム」「学校補助金（BOS）」）において授業研究と参加型学校運営が具現化さ

れた。 

2）州レベル（全33州）においてもこの実施を支える人材が育成され、普及活動が実施された。 

3）県・市レベルについても、モデルサイトでの実践が確認されている他、モデルサイト以外

の県・市においても、州レベル人材の育成の結果実践が進んでいると推測される。 

 一方で、終了時評価調査時点においては以下4点が提言として挙げられており、このうち3）「モ

デルサイト以外の県・市における人材の増強と効果的活用」を実現するための方策として、イン

ドネシア教育文化省とのコストシェアによる本邦研修「教員養成機関指導者育成」が2013年度よ

り3か年の計画で開始されている。 

1）新任教員プログラムの質の担保 

2）モデルサイトの戦略的活用 

3）モデルサイト以外の県・市における人材の増強と効果的活用 

4）上位目標指標の見直しとベースラインデータの取得 

 同研修の第1回が本年11月に終了し、研修生によるインドネシア国内における授業研究の実践・

普及活動が開始しているところ、今般本邦よりセミナー講師を派遣し、その活動を技術的側面か

らサポートする。 

 

７．業務の内容 

本業務は、上記背景で述べた「モデルサイト以外の県・市における人材の増強」のためにイン

ドネシア教育文化省が開催する授業研究に関するセミナーにおいて、授業研究セミナー講師１（官

団員）と協働で、講師を勤めることを目的としています。なお、授業研究セミナー講師１（官団

員）は、主に以下（２）②に記載のセミナーにおける日本の取り組みや授業研究の動向の紹介等

を中心に活動することを想定し、コンサルタント団員は、主にセミナーにおけるより現場レベル

での事例紹介等を中心に活動することを想定しています。 

 

具体的な業務内容は以下のとおりです。 

（１）国内準備期間（2014年2月中旬） 

①プロジェクト関係資料（事業完了報告書、研修教材等）を確認し、プロジェクトの内容及

び実施実績について把握する。 

②本邦研修「教員養成機関指導者育成」関連資料（研修実施報告書、研修員作成アクション

プラン等）を確認し、現地で訪問する3都市（「教員養成機関指導者育成」参加大学所在地

のうち、東部、中部、西部から各1都市を予定）からの研修生の研修内容・アクションプラ

ンを把握する。 

③現地で訪問する3都市において使用するセミナー資料（授業研究の実践・普及に関する大学

教員向け説明資料）の案を作成する。 

④現地派遣期間の業務計画について、監督職員と協議した上で、当機構インドネシア事務所

及び人間開発部基礎教育第一課とのテレビ会議にて、内容を確認する。 
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（２）現地派遣期間（2014年2月中旬～2014年3月上旬） 

①本邦で作成したセミナー資料（案）について教育文化省及び当機構インドネシア事務所と

最終調整を行うほか、セミナーでの技術指導の内容について詳細を打合わせる。 

②3都市における「教員養成機関指導者育成」参加大学を訪問し、授業研究の実践・普及に関

する大学教員向けのセミナー講師を務める他、大学内で開催される公開授業を観察し、授

業実施方法に関する助言を行う。 

③上記3大学の周辺学校（中学校もしくは高校）で開催される公開授業を観察し、授業実施方

法に関する助言を行う他、同行する大学教員に対し、授業観察や助言を行う際のポイント

について指導を行う。 

④上記②および③の実施結果を踏まえ、本邦研修「教員養成機関指導者育成」の2年次研修内

容について、改善すべき点があればこれを提言する。 

⑤現地業務結果報告書（英文）を作成し、教育文化省及び当機構インドネシア事務所に提出

し、報告する。 

 

（３）帰国後整理期間（2014年3月上旬） 

①専門家業務完了報告書（和文）を作成し、監督職員に報告する。 

 

８．成果品等 

業務の実施過程で作成、提出する報告書等は以下のとおり。 

なお、本契約における成果品は（２）専門家業務完了報告書とする。 

（１）現地業務結果報告書（英文２部：教育文化省、当機構インドネシア事務所） 

記載項目は以下のとおり。 

① 業務の達成状況（セミナー実施結果の報告） 

② 本邦研修「教員養成機関指導者育成」の2年次研修内容についての改善提言 

③ その他 

④ 添付資料（セミナー資料 他） 

 

（２）専門家業務完了報告書（和文３部） 

記載項目は以下のとおり。 

① 現地業務結果要約 

② 添付資料（現地業務結果報告書） 

 

９．見積書作成に係る留意点 

本公示にかかる見積書の積算を行うにあたっては、「JICAコンサルタント等契約見積書作成の

手引き」（http://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/quotation.html）を参照願います。 

留意点は以下のとおり。 

（１）航空賃及び日当・宿泊料等 

航空賃及び日当・宿泊料等は契約に含みます（見積書に計上して下さい）。 

航空経路は、成田⇒ジャカルタ⇒マカッサル⇒スマラン⇒パダン⇒ジャカルタ⇒成田を標

準とします。 

 

10．特記事項 

（１）業務日程／執務環境 

①現地業務日程 

現地派遣期間は2014年2月16日～3月1日を予定していますが、ある程度の日程調整は可能

です。 

②現地での業務体制 

本業務に係るセミナー講師陣の構成は、以下のとおりです。 

・授業研究セミナー講師１（官団員） 

・授業研究セミナー講師２（コンサルタント） 

http://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/quotation.html
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③便宜供与内容 

当機構インドネシア事務所による便宜供与事項は以下のとおりです。 

ア）  空港送迎 

あり 

イ）  宿舎手配 

あり 

ウ）  車両借上げ 

必要な移動に係る車両の提供（市外地域への移動を含む。） 

エ）  通訳傭上 

なし 

オ）  現地日程のアレンジ 

各地におけるセミナー開催日時のスケジュール・場所等のアレンジ 

カ）  執務スペースの提供 

 なし 

 

（２）参考資料 

①本業務に関する以下の資料を当機構人間開発部基礎教育第一課（TEL:03-5226-8315）にて配

布します。 

・技術協力プロジェクト「前期中等教育質の向上プロジェクト」関連資料（事業完了報告

書、研修教材等） 

・本邦研修「教員養成機関指導者育成」関連資料（研修実施報告書、研修員作成アクショ

ンプラン等） 

 

②本業務に関する以下の資料が当機構図書館のウェブサイトで公開されています。 

・プロジェクト概要（http://www.jica.go.jp/project/sierraleone/001/outline/index.html） 

・プロジェクト基本情報（ナレッジサイトトップ＞プロジェクト情報＞スキーム別＆国別

一覧＞プロジェクト基本情報） 

 

（３）その他 

①業務実施契約（単独型）については、単独（１名）の業務従事者の提案を求めている制度

ですので、複数の業務従事者によるプロポーザルは無効とさせて頂きます。 

②インドネシア国内での作業においては、機構の安全管理措置を遵守するとともに、機構総

務部安全管理室、インドネシア事務所の指示に従い、十分な安全対策措置を講じることと

する。 

③セミナーは英語で行うことを想定しているが、インドネシア語で行うことができればより

望ましい。 

以上 

http://www.jica.go.jp/project/sierraleone/001/outline/index.html

